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たばこハームリダクションの新たな潮流とは？
韓国、アイルランド、エストニアにおける喫煙からより安全なニコチン製品への移行の兆し

はじめに 
本ブリーフィングペーパーでは、紙巻きたばこからの移行に向けた新たな動きが見られる3か国を

取り上げる。各国の移行状況は大きく異なり、移行が十分に進んでいない国、停滞している国、そし

て加速している国に分かれている。

たばこハームリダクション（THR）について論じる際には、さまざまなより安全

なニコチン製品（SNP）の普及に伴い、燃焼式紙巻きたばこの使用が急速に減

少した国々の事例が取り上げられることが多い。スウェーデンおよびノルウェー

では、紙巻きたばこの喫煙からスヌースの使用への移行が広く進んでいる。特

にスウェーデンは、成人喫煙率が5％未満という「スモークフリー」の基準を満

たした、EU唯一の加盟国である。アイスランドでは、経口ニコチン製品とベイ

プの使用がともに拡大する一方、喫煙率はこの目標に近づいている。英国とニ

ュージーランドでは、いずれもベイプ使用者数が喫煙者数を上回っている。ま

た、日本では加熱式たばこ製品（HTP）の登場以降、紙巻きたばこの販売数量が50％減少すると

いう前例のない変化が見られた。1,2,3,4,5 GSTHRプロジェクトでは、これまでのブリーフィングペーパ

ーで、こうした各国の移行過程を検証してきた。カナダと米国も、たばこハームリダクションをめぐ

る幅広い議論の中で取り上げられている。これらの国々の事例は、燃焼を伴わない代替製品が広

く普及することで、紙巻きたばこの使用が急速に減少し得ることを示している。6

しかし、こうした比較的よく知られた事例とは異なり、韓国、アイルランド、エストニアの3か国で

は、移行の進展状況がまだ明確ではなく、さらなる分析と検証が求められる。韓国では、加熱式

たばこ製品（HTP）が急速に普及する一方、複数のニコチン製品の併用が広く見られる。アイルラ

ンドでは、ベイプの使用が定着しているものの、喫煙率の低下は停滞している。一方、エストニアで

は、喫煙率の低下が加速すると同時に、ベイプの使用が急増している。本ブリーフィングペーパーで

は、これら3か国の異なる移行過程を比較し、紙巻きたばこから他の製品への切り替えを促進、停

滞、あるいは阻害する要因について考察する。

 

なぜ、たばこハームリダクションの新たな動きが見られる国々に注目
するのか？
人口全体の動向だけでは、個々の使用者が実際に製品を切り替えていることを証明できず、調

査方法の違いによって国同士の直接的な比較にも限界がある。それでも、喫煙者が減少する一方

で、より安全なニコチン製品（SNP）の使用者が増加するという相反する傾向が継続して見られる

韓国、アイルランド、エストニア
の3か国では、移行の進展状況
がまだ明確ではなく、さらなる分

析と検証が求められる。

喫煙者が減少する一方で、より
安全なニコチン製品（SNP）の

使用者が増加するという相反す
る傾向が継続して見られること
は、製品の置き換えが進んでい
る可能性を示す重要な兆候であ
り、その促進要因や阻害要因を

検証する意義を示している

https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/faq-what-is/what-are-safer-nicotine-products/
https://gsthr.org/faq-smoking-and-nicotine/faq-what-is/what-are-safer-nicotine-products/
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ことは、製品の置き換えが進んでいる可能性を示す重要な兆候であり、その促進要因や阻害要因

を検証する意義を示している。

これまでにたばこハームリダクション（THR）が進展してきた国々では、それぞれに特有の歴史的

背景や製品の使用文化、消費者による急速な普及が、その進展に影響していることが多い。ま

た、英国やニュージーランドをはじめ、一部の国では政府による明確な政策的支援も後押しとなっ

てきた。本資料で取り上げる新たな事例では、政府が中立的、あるいは予防的な立場を維持してい

る場合でも、紙巻きたばこから他の製品への大規模な移行が進み得るのかを検証する。

本資料で分析する3か国のいずれも、製品ごとのリスクの程度に応じた、たば

こハームリダクション（THR）戦略を採用していない。より安全なニコチン製品

（SNP）に関する政府の公式見解は、概して慎重または懐疑的であり、これら

の製品に対する規制にも、従来のたばこ規制の手法が広く適用されている。そ

れでも、製品を合法的に入手できる環境と消費者の需要が、目に見える変化を

生み出す土壌となっている。また、3か国の比較からは、紙巻きたばこの代替と

なる製品が、すべての国で共通しているわけではないことも明らかになってい

る。韓国では加熱式たばこ製品（HTP）が市場の中心となっている一方、アイ

ルランドとエストニアではベイプが中心的な役割を果たしている。どのような製

品への移行が進むかは、製品の入手しやすさ、価格、文化、小売販売の仕組

み、そして消費者の好みによって左右される。

こうした新たな動きが見られるのは、これらの国々だけではない。例えば、スイスとベルギーで

は、喫煙率が低下する一方で、ベイプの使用が継続的に増加している。チェコ、ラトビア、リトアニア

では、ベイプと加熱式たばこ製品（HTP）の両方の使用が増加しており、ギリシャ、スロバキア、ポル

トガル、ハンガリーでは、HTPを中心とした移行の動きが見られる。7 本資料では、移行状況の違い

が最も明確に表れている3か国を選んでいるため、これらの国々は分析対象としていない。より広範

な動向に関する詳細や分析については、「The Global State of Tobacco Harm Reduction 2026: 

A Situation Report（世界のたばこハームリダクションの現状2026：現状報告書）」を参照されたい。

韓国：加熱式たばこ製品（HTP）主導の移行と複数のニコチン製品
の併用拡大
韓国では、長期にわたって喫煙率が大幅に低下している。成人の喫煙率は1998

年の35.1％から2022年には17.7％に低下し、男性の喫煙率も66.3％から30.0％に

減少した。こうした喫煙率の低下の大部分は、加熱式たばこ製品（HTP）が登

場する以前に実現したものであり、従来のたばこ規制政策や社会的な意識・規

範の変化を反映している。8

2017年に加熱式たばこ製品（HTP）が市場に登場したことで、新たな段階に入

った。2022年には、成人の5.9％がHTPを、3.5％がニコチン入りベイプを使用す

るようになった一方、喫煙率は2017年の22.3％から2022年には17.7％まで低下し

た。こうした時期的な一致は、紙巻きたばこから他の製品への切り替えが再び

進んだ可能性を示唆しているものの、より最近のエビデンスからは、実態がそ

れほど単純ではないことも明らかになっている。9

紙巻きたばこの代替となる製品
は、すべての国で共通しているわ
けではない。どのような製品への
移行が進むかは、製品の入手しや
すさ、価格、文化、小売販売の仕
組み、そして消費者の好みによっ

て左右される。

https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2026-a-situation-report/
https://gsthr.org/resources/thr-reports/the-global-state-of-tobacco-harm-reduction-2026-a-situation-report/
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男性では、2019年から2023年にかけて、調査対象となったたばこ製品またはニコチン製品のいずれ

かを使用している人の割合はおおむね横ばいで推移した一方、使用する製品の内訳には変化が見

られた。紙巻きたばこのみを喫煙する人の割合は減少した。一方、1人が2種類以上のニコチン製品

を使用する「複数のニコチン製品の併用」は増加しており、その割合は2013年の1.8％から2023年に

は6.9％に上昇した。過去の研究では、加熱式たばこ製品（HTP）使用者の約90％が、紙巻きたば

こやニコチン入りベイプも使用しているか、3種類すべての製品を併用していることが明らかになって

いる。10,11 したがって、韓国における近年の移行は、ニコチン製品全体の使用率がさらに低下すると

いうよりも、使用される製品の組み合わせが変化する方向へと進んでいると考えられる。

また、喫煙率の低下には大きな格差も見られる。喫煙者は依然として、低所得、低学歴、肉体労働

に従事する男性に集中している。さらに、重度の精神疾患を抱える男性では、喫煙率が2013年の

44.7％から2023年には47.2％へと、むしろ上昇している。12

図1

韓国の消費者が加熱式たばこ製品（HTP）を使用する理由を見れば、HTPが

急速に普及したにもかかわらず、紙巻きたばこからの完全な切り替えには至っ

ていない背景が見えてくる。HTPを日常的に使用する主な理由として、71.3％が

「紙巻きたばこに比べて臭いが少ないこと」、48.6％が「紙巻きたばこよりも健

康への害が少ないと考えていること」を挙げている。しかし、HTPと紙巻きたば

こを併用している消費者のうち、禁煙を目的としてHTPを使用していると回答し

た人は35.4％にとどまった。13 したがって、利便性や臭いの少なさ、社会的な受

け入れられやすさといった製品の特性は、燃焼式たばこからの完全な切り替え

を伴わなくても、市場の大幅な拡大を促す可能性がある。

GSTHR.ORG 韓国の成人男性におけるニコチン製品の単独使用・複数製品併用率の推移（2013–2023年）

CC：燃焼式紙巻きたばこ、NVP：ニコチン入りベイプ製品、HTP：加熱式たばこ製品。「複数製品の併用」とは、2種類以上の
ニコチン製品を使用することを指す。なお、韓国では2017年にHTPが導入されたものの、HTPの使用状況に関する調査が開始さ
れたのは2019年からである。データは、全国を代表する標本を対象に繰り返し実施された横断調査である「韓国国民健康栄養調
査（KNHANES）」の2013–2023年の調査結果に基づく。すべての推計値には、KNHANESが提供する標本抽出ウェイトを用いた
重み付けが適用されている。GSTHR 2026　データ出典：Leeら（2026年）を基に作成。

利便性や臭いの少なさ、社会的
な受け入れられやすさといった
製品の特性は、燃焼式たばこか
らの完全な切り替えを伴わなく
ても、市場の大幅な拡大を後押

しする要因となり得る。

http://gsthr.org
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韓国の政策環境では、消費者が燃焼式紙巻きたばこからより安全なニコチン

製品（SNP）へ完全に切り替えるための動機付けは限定的である。紙巻きたば

この小売価格に占める税金の割合は73.8％、加熱式たばこ製品（HTP）では

66.8％となっており、製品を切り替えることによる税制上のメリットは比較的小

さい。14 現在に至るまで、包括的な公衆衛生戦略は策定されておらず、政府も

HTPをハームリダクションの選択肢として明確に支持していない。そのため、製

品の切り替えは主に消費者の好みに左右されている。

韓国の事例は、消費者主導による移行が市場に大きな変化をもたらす可能性と、その限界の両方

を示している。加熱式たばこ製品（HTP）は大きな市場シェアを獲得し、それと同時期に喫煙率も

再び低下した。しかし、その後、複数のニコチン製品の併用が拡大したことは、市場の変化が必ず

しも紙巻きたばこからの完全な切り替えにつながるわけではないことを示している。韓国でたばこ

ハームリダクションの可能性を最大限に引き出すためには、現在、2種類以上の製品を併用してい

る人々に対し、紙巻きたばこの喫煙を完全にやめるよう促す必要がある。その際、喫煙量の大幅な

削減を完全な禁煙に向けた中間段階として位置付けることが重要であり、特に全国的な喫煙率の

低下による恩恵を十分に受けていない集団への働きかけが求められる。

アイルランド：停滞する新たな移行の動き
アイルランドでは、従来のたばこ規制を厳格に実施する一方で、消費者向けニ

コチン製品に対する規制もますます強化している。燃焼式紙巻きたばこから

より安全なニコチン製品（SNP）への移行は、当初一定の進展が見られたもの

の、現在は停滞している。近年導入された規制が当初の減速を引き起こした

わけではないが、今後、喫煙からの移行がさらに進むことを妨げる可能性があ

る。

成人の喫煙率は、2015年の23％から2019年には17％へと急速に低下したもの

の、それ以降はほぼ横ばいで推移している。2025年時点でも喫煙率は17％にと

どまっており、同年までに喫煙率を5％未満に引き下げるという「Tobacco Free 

Ireland（たばこのないアイルランド）」の目標を大きく上回っている。また、男性

や教育水準の低い成人では、依然として喫煙率がかなり高い。このことは、現

在も喫煙を続けている人々に対して、従来のたばこ規制による効果が次第に薄

れてきている可能性を示唆している。15,16

同じ期間に、ベイプはアイルランドのニコチン製品市場に定着した。ベイプの使

用率は2015年の3％から2019年には5％に上昇し、2023年には8％に達した。そ

の後、2024年と2025年も同水準で推移している。2025年時点で、ベイプ使用者

の半数は過去に喫煙していた人々であり、紙巻きたばこからベイプへの一定程

度の置き換えが進んでいることを示唆している。一方、約3分の1は引き続き紙巻

きたばこを喫煙しており、両製品の併用も相当程度広がっていることがうかが

える。このように、ベイプは紙巻きたばこからの移行を促す重要な選択肢とな

り得るものの、その置き換えの動きは停滞している。17,18,19
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図2

こうした変化の勢いが鈍化している点は見逃せない。喫煙率が低下する一方

でベイプの使用率は上昇していたが、その後、いずれも横ばいとなった。ただ

し、ベイプの普及が鈍化したことによって喫煙率の低下が止まったと断定する

ことはできない。ベイプの使用率が上昇しなくなる前から喫煙率はすでに横ば

いとなっており、人口全体の統計データだけでは、個々の喫煙者が実際にベイ

プへ切り替えたかどうかを確認できないためである。

アイルランドの予防原則に基づく政策環境が、現在、こうした停滞をさらに

長引かせている可能性がある。2025年には、成人の74％がベイプについて

「紙巻きたばこと同程度、あるいはそれ以上に健康への害がある」と考えて

いた一方、「紙巻きたばこよりも害が少ない」と考えていた人はわずか11％だっ

た。20 このように誤った認識が広く浸透していることが、喫煙者が紙巻きたばこ

からベイプへ完全に切り替える動機を弱める要因となっている。

規制もさらに強化されている。2025年11月には、電子リキッド1ミリリットル当

たり0.50ユーロの税金が導入された。21 この税負担が全額消費者に転嫁さ

れた場合、オープンシステム型ベイプ用の電子リキッドの価格は約3倍とな

り、ポッド型ベイプの交換用消耗品の価格も約40％上昇する可能性がある。た

だし、それでもベイプの使用にかかる費用は、紙巻きたばこの喫煙に比べて大

幅に安い水準にとどまると考えられる。22 また、2026年3月には、政府が広告や

店頭での陳列を制限し、パッケージやフレーバーの説明に規制を設けるととも

に、ニコチン吸入製品について、原則としてたばこ味のみを認めることを柱とす

る規制案を承認した。23 これらの措置は、若年層によるベイプの使用開始を抑

制することを目的としている。しかし、価格の上昇や代替製品の魅力・入手しや

すさの低下を招くことで、紙巻きたばこからの切り替えを妨げ、アイルランドで

依然として残る喫煙による健康被害を長期化させる可能性がある。

重要なのは、近年の若年層に関するデータでは、単純な「ゲートウェイ仮

説」から予想されるような喫煙率の上昇が確認されていないことである。 

GSTHR.ORG アイルランドにおける現在の喫煙率とベイプ使用率（2015–2025年）

GSTHR2026　データ出典：Healthy Ireland Surveys（2015–2025年）

代替製品の価格上昇や魅力・入
手しやすさの低下は、紙巻きた
ばこからの切り替えを妨げ、アイ
ルランドで依然として残る喫煙
による健康被害を長期化させる

可能性がある。

http://gsthr.org
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ゲートウェイ仮説とは、ベイプの使用によって若者が紙巻きたばこの喫煙を始

めやすくなる可能性があるという考え方である。アイルランドの15–16歳の生徒

では、現在の喫煙率が2019年の14.4％から2024年には9％に低下し、ベイプの使

用率も同期間に21.5％から18.1％へと低下した。24 若年層によるベイプの使用

は引き続き懸念すべき問題である。しかし、こうした傾向は、近年、ベイプの普

及によって若年層の喫煙率が再び上昇しているという主張を裏付けるものでは

ない。若年層の保護と成人のハームリダクションは、両立させることが可能で

ある。年齢制限を徹底し、適切なマーケティング規制を実施することは、製品

間の健康リスクの違いについて正確な情報を伝えることや、成人喫煙者が自分

に合った代替製品を入手できる環境を維持することと、必ずしも矛盾しない。

したがって、アイルランドは、たばこハームリダクション（THR）がすでに成功を収めた事例とはいえ

ない一方、ベイプによるハームリダクションが失敗したことを示す事例でもない。むしろ、移行の勢

いが失われている段階にあるといえる。燃焼式たばこから代替製品への置き換えはすでに一定程

度進んでいるものの、今後さらに進展するかどうかは、政策がその動きを妨げるのではなく、後押し

できるかにかかっている。製品のリスクの程度に応じた情報提供と規制によって、喫煙率が再び低

下に転じる可能性がある。一方、より安全な代替製品に対する規制がさらに強化されれば、現在の

喫煙率の停滞が長期化するおそれがある。

エストニア：新たな移行の動きが最も顕著な国 
本レポートで取り上げた3か国のうち、エストニアは、たばこハームリダクション

（THR）への新たな移行が進んでいることを最も明確に示す事例である。特に

注目すべきは、最も急速な変化が2020年以降に起きている点である。それまで

緩やかに低下していた喫煙率が、2020年を境に大幅な低下へと転じた。

現在の喫煙率は、2012年の34.2％から2018年には25.0％まで低下した後、2020年には26.1％へとわ

ずかに上昇した。しかし、その後の4年間で急激に低下し、2024年には19.0％となった。毎日喫煙す

る人の割合も同様の傾向を示し、2020年の17.9％から2024年には13.2％へと低下した。一方、同期

間にベイプの使用率は3.8％から13.5％へと3倍以上に増加し、毎日ベイプを使用する人の割合も

1.6％から6.4％へと4倍に増加した。2024年には、毎日ベイプを使用する人の割合が、毎日喫煙する

人の割合の半分近くに達していた。また、ニコチンパウチや加熱式たばこ製品（HTP）も、使用率は

比較的低いものの、市場で一定の存在感を示すようになっていた。成人の2.8％がニコチンパウチ

を、1.2％がHTPを毎日使用していた。25

エストニアの動向が特に注目に値するのは、現在の使用率と毎日の使用率の両

方に変化が表れている点である。喫煙率はいずれの指標でも低下した一方、ベ

イプの使用率はいずれも上昇した。このことから、こうした傾向が単に一時的

な試用の増加だけを反映している可能性は低いと考えられる。2020年から2024

年にかけて、現在の喫煙率は7.1ポイント低下した一方、ベイプの使用率は9.7ポ

イント上昇した。人口全体の集計データだけでは、同じ人々が紙巻きたばこか

らベイプへ切り替えたことを証明することはできず、両製品を併用している人も

一定数存在すると考えられる。それでも、喫煙率の低下とベイプの普及が同時

に加速していることは、紙巻きたばこからベイプへの置き換えが進んでいる可

能性を示す、欧州でも特に顕著な統計上の傾向の一つである。

製品のリスクの程度に応じた情
報提供と規制によって、喫煙率
が再び低下に転じる可能性があ
る。一方、より安全な代替製品に
対する規制がさらに強化されれ
ば、現在の喫煙率の停滞が長期

化するおそれがある。

喫煙率の低下とベイプの普及が
同時に加速していることは、紙
巻きたばこからベイプへの置き
換えが進んでいる可能性を示

す、欧州でも特に顕著な統計上
の傾向の一つである。
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図3

エストニアは、たばこハームリダクション（THR）を公式には支持していない。同

国の規制の枠組みは、欧州連合（EU）全体で広く採用されている予防原則に

基づくアプローチを反映しており、広告、フレーバー、通信販売、公共の場での

使用などに制限を設けている。それでも、ニコチン入りベイプやその他の非燃焼

式代替製品は、引き続き合法的に入手できる状況にある。このようにエストニア

は、より安全な代替製品が十分に入手しやすく、消費者に受け入れられるもの

であれば、政府による明確な支援がなくても、消費者主導による移行が進展し

得ることを示す有力な事例となっている。26

しかし、こうした移行の動きは、今後、政策面で大きな試練に直面する可能

性がある。2026年7月、エストニアは規制改正案に関する意見公募を開始し

た。この改正案には、電子リキッドのフレーバーを事実上たばこ味とメンソール

味に限定すること、ニコチンパウチやその他の製品に含まれるニコチンの上限を4mg/gに設定す

ること、国内および国境を越えた通信販売を禁止することなどが盛り込まれている。27 これらの規

制は若年層の保護を目的としているものの、成人喫煙者にとって、合法的な代替製品の魅力や有

効性、入手しやすさを低下させる可能性がある。米国におけるフレーバー規制に関する研究結果

は、こうした措置によって全年齢層でベイプの使用が減少する一方、一部の若年成人では、意図せ

ず紙巻きたばこの喫煙が増加する可能性があることを示唆している。28,29

したがって、今後実施される調査は、エストニアの喫煙率が引き続き低下していくのか、それとも規

制のさらなる強化によって、欧州でも特に顕著なたばこハームリダクション（THR）への新たな移行

の動きが妨げられるのかを見極めるうえで、極めて重要となる。

GSTHR.ORG エストニアにおける喫煙率とベイプ使用率（2012–2024年）

GSTHR2026　データ出典：Tervise Arengu Instituut（エストニア国立健康開発研究所）の報告書（2012–2024年）

エストニアは、より安全な代替製
品が十分に入手しやすく、消費
者に受け入れられるものであれ
ば、政府による明確な支援がな
くても、消費者主導による移行
が進展し得ることを示す有力な

事例となっている。

http://gsthr.org
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結論：3か国の事例から、たばこハームリダクションの未来について
何が分かるのか？ 
韓国、アイルランド、エストニアの3か国は、いずれも移行の途上にあり、すでに

成功を収めた事例というわけではない。各国におけるたばこ製品やニコチン製

品の使用動向を検討することで、たばこハームリダクション（THR）が国によっ

てどのように進展し得るのかについて、いくつかの重要な示唆が得られる。第一

に、これら3か国の事例は、政府がTHRを明確に支持していなくても、紙巻きた

ばこから代替製品への置き換えが始まり得ることを示している。代替製品が合

法的に入手でき、消費者に受け入れられ、一定の需要が存在すれば、紙巻きた

ばこからの移行が始まるには十分な場合がある。しかし、その移行が部分的か

つ不均等なものにとどまるのか、それとも迅速で完全な、より多くの人々に恩恵

が行き渡る切り替えへと発展するのかを左右するうえで、政策が極めて重要な

役割を果たす。

第二に、喫煙からの移行のあり方は市場によって異なる。韓国では加熱式たば

こ製品（HTP）の使用が主流となっている一方で、紙巻きたばこの喫煙も根強

く残っており、複数のニコチン製品の併用も拡大している。一方、アイルランドと

エストニアでは、ベイプが移行の中心的な役割を担っている。どの製品が主流

となるかは、入手しやすさ、価格、文化、小売市場の構造、そして何よりも消費

者の好みに左右される。より安全なニコチン製品のうち、特定の種類だけを支

援する規制では、消費者の実際の使用行動を十分に反映できず、ハームリダク

ションの可能性を制限してしまうおそれがある。

健康リスクについて正確な情報を伝えることも極めて重要である。例えば、成

人がベイプには紙巻きたばこと同程度の健康リスクがあると考えていれば、製

品を切り替える動機は弱くなる。公衆衛生に関する情報発信では、より安全な

ニコチン製品にもリスクがないわけではないものの、紙巻きたばこの喫煙を続

けることには、それよりもはるかに大きな危険が伴うことを明確に伝える必要が

ある。政府は、年齢制限の厳格な適用や若年層向けの販促活動の規制を進め

ながら、成人喫煙者にとって価格が手頃で、受け入れやすく、入手しやすい代

替製品を確保することも可能である。

韓国、アイルランド、エストニア
の3か国の事例は、政府がたば
こハームリダクション（THR）を
明確に支持していなくても、紙巻
きたばこから代替製品への置き
換えが始まり得ることを示してい
る。代替製品が合法的に入手で
き、消費者に受け入れられ、一定
の需要が存在すれば、紙巻きた
ばこからの移行が始まるには十

分な場合がある。

より安全なニコチン製品のう
ち、特定の種類だけを支援する
規制では、消費者の実際の使用
行動を十分に反映できず、ハー

ムリダクションの可能性を制限し
てしまうおそれがある。
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したがって、新たな課税や製品規制を評価する際には、意図した効果だけで

なく、喫煙率、紙巻きたばこからの完全な切り替え、より安全なニコチン製品

（SNP）から紙巻きたばこの喫煙への逆戻り、健康格差、さらには違法市場の

拡大に及ぼす影響も考慮する必要がある。

最終的に、たばこハームリダクションの成功は、より安全なニコチン製品の普

及状況だけで判断すべきではない。紙巻きたばこの喫煙率がどれほど速やか

に、また社会のさまざまな集団で偏りなく低下しているか、どれだけ多くの人が

完全な切り替えを実現しているか、そして、そうした変化が持続しているかを基

準に評価する必要がある。たばこハームリダクションの可能性を最大限に引き

出すためには、より安全な選択肢を選ぶことが難しくなるのではなく、容易に

なるような政策環境を整えることが不可欠である。

たばこハームリダクションの可
能性を最大限に引き出すために
は、より安全な選択肢を選ぶこ
とが難しくなるのではなく、容易
になるような政策環境を整える

ことが不可欠である。
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